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(1) 大都市圏の居住地構造が，昼間人口率， D 1 D (人口集中地区)面積率，持家率，民営借家率， 1 
人当りおよび1世帯当り畳数などによって， CBD (業務センター)，都心周辺部，郊外地域，大都
市園地域の 4つの同心円形状に区分できることを確認したうえで，それらの区分および地域の性格が
中高層集合住宅街の形成により変化しつつあることを明らかにしているO
(2) それらの中高層集合住宅街の形成には，用途地域制などの法的規制が強く作用していること，相対
的に地代支払い能力の低い工業的土地利用地域や住工混合市街地などが選定されていること，さらに
新たな交通手段の開発等によって利便性の高められた土地が選ばれるなどの交通立地型が指向されて
いること等を指摘している O
(3) また，このような中高層集合住宅街の居住者の人口，世帯構成，生活様式，生活意識等について調
査した結果，全体として地域への定住志向が弱いこと，施設の維持・管理や防犯上，防災上の問題点
の存在すること等が析出され，地域環境の整備と計画化の必要性を指摘している。
(4) 一方，郊外住宅地等における居住者の意識調査により，最近の居住者ニーズの変化に伴ない，郊外
における公共・公益施設等の整備の限界を指摘し都市施設の利用に至便な都心周辺部における環境
水準および住居水準の高い中高層集合住宅街の供給の必要を明らかにしている O
(5) 以上の分析結果のしめくくりとして，最後に主として都心周辺部における中高層集合住宅街の環境
維持を図るために地区環境整備単位を提案し，その運営のシステムについて論じているO
以上の成果は，今後の都市内部における中高層集合住宅の立地に関し，有用な知見を与えるとともに，
新しい都市住宅地としての中高層集合住宅街の計画的形成の可能性を示唆するものであり，環境計画学
上寄与するところが大きい。よって本論文は博士論文として価値あるものと認めるO
